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第第第第    38 38 38 38 期期期期    決決決決    算算算算    公公公公    告告告告    

 

東京都中央区築地三丁目 9 番 9号 

株式会社ＪＡＬエービーシー株式会社ＪＡＬエービーシー株式会社ＪＡＬエービーシー株式会社ＪＡＬエービーシー    

代表取締役 黒瀬 久敏 

 

貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表 

(2015 年 3月 31 日現在)   （単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金  額 

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）  （負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）        

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産    1,478,8511,478,8511,478,8511,478,851    流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債    344,497344,497344,497344,497    

  現 金 及 び 預 金 134,959   営 業 未 払 金 234,348 

  統 括 会 社 預 け 金 959,430   未 払 金 3,034 

  営 業 未 収 入 金 309,975   未 払 費 用 52,553 

  商 品 3,347   預 り 金 9,201 

  貯 蔵 品 10,929   未 払 法 人 税 等 1,936 

  前 払 費 用 26,143   未 払 消 費 税 等 42,231 

  未 収 入 金 776   そ の 他 1,191 

  繰 延 税 金 資 産 27,332 固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債    30,30030,30030,30030,300    

  そ の 他 6,040   預 り 保 証 金 4,080 

  貸 倒 引 当 金 △74   繰 延 税 金 負 債 26,219 

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産    444,579444,579444,579444,579    負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計    374,797374,797374,797374,797    

 有 形 固 定 資 産 59,430 （純資産の部）（純資産の部）（純資産の部）（純資産の部）     

  建 物 224,218 株 主 資 本株 主 資 本株 主 資 本株 主 資 本    1,548,6331,548,6331,548,6331,548,633    

  構 築 物 14,930  資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金    100,000100,000100,000100,000    

  車 両 運 搬 具 9,367  利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金    1,448,6331,448,6331,448,6331,448,633    

  工 具 器 具 備 品 145,496   利 益 準 備 金 30,000 

  減 価 償 却 累 計 額 △334,582   そ の 他 利益 剰 余金 1,418,633 

 無 形 固 定 資 産 171,965    別 途 積 立 金 1,010,000 

  の れ ん 28,000    繰越利益剰余金 408,633 

  ソ フ ト ウ ェ ア 143,425    (うち当期純利益） (69,611) 

  ソフトウェア仮勘定 540 純 資 産 合 計純 資 産 合 計純 資 産 合 計純 資 産 合 計    1,548,6331,548,6331,548,6331,548,633    

 投 資 等 そ の 他 の 資 産 213,183     

  長 期 貸 付 金 6,900     

  敷金及び差入保証金 130,520     

  前 払 年 金 費 用 75,348     

  そ の 他 413     

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計    1,923,4301,923,4301,923,4301,923,430    負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計負 債 ・ 純 資 産 合 計    1,923,4301,923,4301,923,4301,923,430    
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個個個個    別別別別    注注注注    記記記記    表表表表    

    

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記１．重要な会計方針に係る事項に関する注記１．重要な会計方針に係る事項に関する注記１．重要な会計方針に係る事項に関する注記    

 

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

① 商品及び貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

       定率法を採用しております。 

② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。なお、耐用年数は次の通りであります。 

         自社利用のソフトウェア 5 年 

         のれん         20 年 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産見

込額に基づき計上しております。退職給付引当金および退職給付費用の計算については、

直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。なお、当事業年度末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を

超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。 

 

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 


